
  
 

「地上デジタル放送用ギャップフィラーシステムの設置ガイドライン（改訂版）」の概要 
 

技術調査研究委員会「地上デジタル放送のギャップフィラーシステムに関する調査研究

WG」では、ギャップフィラーの技術基準適合証明等の適用範囲が拡大され、また、ギャ

ップフィラーシステムが多く市場導入されてきていることから、市場導入前に作成された

「地上デジタル放送の無線共聴システム設置ガイドライン」(平成 20 年 5 月発行)の見直

し作業を行ってきた。受信障害対策中継放送用システムは当初、「無線共聴施設」という

呼称を使用していたが、現在では「ギャップフィラー」という呼称が一般的に用いられる

ようになったことを踏まえ、本ガイドラインの名称を「地上デジタル放送用ギャップフィ

ラーシステムの設置ガイドライン(改訂版)」に改め、見直し作業を完成し、この度、製本

化された。本ガイドラインでは、主に、協会会員を対象として作成されており、ギャップ

フィラー等に関する業界全体の検討状況全般を俯瞰し、受信障害対策中継放送用ギャップ

フィラーシステムを設置する際に参考となる基本的な指針、いわゆる「ガイドライン」と

して位置づけたものである。 
 

１．背景 
難視聴地域に対する地上デジタル放送受信の補完措置として IP マルチキャスト、衛 

星セーフティネット、ケーブルテレビへの移行、共聴施設、ギャップフィラーシステム

などがある。特に長期的視点では、セーフティネットによる衛星放送による難視対策を

実施した地域を 2015 年 3 月までに地上系の対策に切り替える必要があり、設置条件を

考慮するとギャップフィラーシステムがセーフティネットの代替となる可能性が高いと

考えられている。また、平成 22 年 1 月の総務省令により、無線設備規則及び特定無線

設備の技術基準適合等に関する規則が改正され、有線テレビジョン放送施設と接続する

ギャップフィラーに関する技術基準適合等の運用が可能となり、ギャップフィラーシス

テムの導入が容易になってきた。 
 

２．主な改訂内容 
  ギャップフィラーシステム機器構成において、無線中継型（送受一体型または同軸分離 
型）、無線中継型（光ファイバ分離型）、有線テレビジョン放送施設中継型、及び有線テレビ 
ジョン放送施設供給型の 4 つのモデルに分類し、ギャップフィラー構築方法について全般 
的に見直しを図った。 
また、技術基準適合証明等の申請を行う場合の注意点、特に有線テレビジョン放送施設中 

 継型、及び有線テレビジョン放送施設供給型についても具体的にその内容を記載した。 
 更に、参考資料としてギャップフィラーシステムの導入事例を、辺地型難視対策中継局、

建造物遮へい障害対策中継局、電波遮へい空間対策中継局、及び有線テレビジョン放送施

設接続型の 4 つのシステム別に整理して追加した。この中で、ギャップフィラーの多段中

継システムや MFN システムを使用した有線テレビジョン放送施設供給型システムの事例

を紹介し、注意点も記載しているので本ガイドライン(改訂版)を参考にされたい。 
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